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空き家対策の進捗状況（平成３０年３月末時点）の概要 

 

１ 取組指標 

 【各取組指標に対する平成２９年度末時点の状況】 

項目 ２９年度末 指標 達成年度 

地域の空き家相談員へ

の相談件数（年間） 
１，０５３件 1,500 件 毎年 

専門家派遣の派遣件数

（年間） 
６１件 80 件 毎年 

地域主体の空き家対策

に取り組んでいる学区

数（累計） 

７９学区 
100 学区 30 年度末 

全学区 35 年度末 

通報のあった管理不全

空き家の解決率（累計） 
４３．５％ 100％ 38 年度末 

市場に流通していない

空き家の増加の抑制

（調査時点） 

45,100 戸 

（※） 

推計：65,000 戸 

⇒55,000 戸に抑制 
35 年 

  ※平成２５年住宅・土地統計調査の結果 

  

資料２  
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２ 平成２９年度に実施した主な事業 

  ⑴ 地域主体の空き家対策 

   地域主体の空き家対策に計７９学区で取り組んでいただいており，各地域団体において，おし

かけ講座の受講，まち歩きによる空き家調査，空き家マップの作成，空き家活用を考えるワーク

ショップの実施，空き家所有者への活用提案など，様々な地域主体の空き家対策が展開されてい

ます。 

    また，同志社大学と連携して空き家対策に取り組む朱雀第６学区や，山科区では全ての学区が

連携して空き家対策に取り組むなど，新たな取組も見られています。 

    【取組の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【取組地域】 

行政区 取組学区／全学区 学区名又は団体名 

北区 ５／１８ 紫野学区，小野郷学区，柏野学区，待鳳学区，中川学区 

上京区 ８／１７ 
春日学区，桃薗学区，成逸学区，待賢学区，聚楽学区，正親学区，

中立学区，滋野学区 

左京区 ８／２８ 
大原学区，養徳学区，久多学区，花背学区，広河原学区，別所学区，

吉田学区，下鴨学区 

中京区 １１／２３ 
梅屋学区，銅駝学区，竹間学区，朱雀第一学区，朱雀第三学区， 

乾学区，明倫学区，朱雀第六学区，生祥学区，城巽学区，柳池学区，  

東山区 ８／１１ 
六原学区，粟田学区，今熊野学区，有済学区，月輪学区，新道学区，

修道学区，貞教学区 

山科区 １３／１３ 全ての学区 

下京区 ４／２３ 有隣学区，修徳学区，菊浜学区，光徳学区 

南区 １／１５ 唐橋学区 

右京区 ９／２２ 
黒田学区，山国学区，弓削学区，周山学区，細野学区，宇津学区， 

宕陰学区，嵐山学区，梅津学区 

西京区 ７／１７ 
新林学区，竹の里学区，境谷学区，福西学区，川岡学区，桂川学区，

松陽学区 

伏見区 ５／３５ 砂川学区，稲荷学区，桃山学区，深草学区，醍醐学区 

合計 ７９／２２２  

＜ワークショップ＞ ＜まち歩きによる空き家調査＞ 
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 ⑵ 重点取組地区における空き家調査及び所有者への働き掛け 

   交通利便性などを考慮し，空き家に対する需要が高いと考えられる地域を重点取組地区に設定

し，当該地区の全ての空き家の所有者に対して，アンケート・チラシの郵送や電話といった直接

的な方法により活用・流通を働き掛ける取組を実施しています。 

     

  【取組イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 【取組地区】 

  平成 28年度：北大路駅，二条駅，桂駅，丹波橋駅周辺（５００ｍ圏内） 

  平成 29年度：出町柳駅，西院駅，山科駅周辺（５００ｍ圏内），京都駅東南部周辺 

 

 

 

 

 

  

  

２．活用の働きかけ 

 空 き 家 所 有 者 

都 市 計 画 局 
ま ち 再 生 ・ 創 造 推 進 室 

行財政局税務部 

 京 都 市 

  

重点取組地区 

３．利活用の意向 

地域の空き家相談員 

( ２７３ 名 ) 

４．相談員取り次ぎ 
（所有者同意が前提） 

  

 

 

 

 

 

１．空き家調査 

各種情報と現地調
査に基づき特定 

 

 

５．報告 

情報提供 
・駅周辺 
500m圏内 
 

・4ヶ所設
定 

課 税 情 報 

消防局 

空 き 家 情 報 

上下水道局 

水道閉栓情報 

相談対応 
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【平成２９年度取組結果】 

   ＜① 平成２９年度重点取組地区における働き掛け等の結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・空き家所有者への働き掛けを行った結果，所有者の空き家の活用に向けた動きのあった件数

は以下のとおり。 

 

 

 

 

    ※平成３０年４月末時点 

 

 

 

 

ヒアリング実施件数（３０軒） 

出  町  柳： 8 軒（市対応：6軒） 

西   院： 7 軒（市対応：6軒） 

山   科：10 軒（市対応：6軒） 

京都駅東南部周辺： 5 軒（市対応：4軒） 

アンケート送付（41５軒） 

（出町柳：80 軒，西院：156 軒，山科：86 軒，京都駅東南部周辺：93 軒） 

 

ハガキ送付（272 軒） 

（出町柳：51 軒，西院：103 軒，山科：56 軒，京都駅東南部周辺：62 軒） 

 

回答期限までに返答がなかった 

空き家を再度精査のうえ送付 

アンケート返答数（104 軒，返答率：25.1％） 

（出町柳：19 軒，西院：22 軒，山科：40 軒，京都駅東南部周辺：23 軒） 

活用に向けた動きがあった件数（11 軒） 

（出町柳：2 軒，西院：3 軒，山科：4 軒，京都駅東南部周辺：2 軒） 

・空き家相談員への紹介：４軒   ・専門家派遣制度申込み：７軒 

空き家数（７２５軒） 

（出町柳：129 軒，西院：267軒，山科：145 軒，京都駅東南部周辺：184 軒） 

登記情報・課税情報により 

所有者を調査 

アンケートに電話番号の記載が 

あったものを抽出 

所有者宅への訪問（９５軒） 

出  町  柳：13 軒 

西   院：42 軒 

山   科：16 軒 

京都駅東南部周辺：24 軒 

空き家の状態が良い，所有者が重点

地区内に居住しているものを抽出 
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   ＜② 平成２８年度重点取組地区における継続的な働き掛け等の結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ＜参考＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 管理不全空き家に係る調査業務等における民間の力の更なる活用 

     市民から通報があった管理不全空き家の現地調査，所有者調査などの調査業務において，民

間の力を更に活用することにより，迅速化を図っています。 

   【実績】 

   ＜専門家と連携した現地調査＞ 

    通報のあった空き家の現地調査の一次調査を専門家（建築士）が実施。 

年度 件数 

２６ ５００件 

２７ ４５０件 

２８ ４００件 

２９ ４００件 

 

 

 

  

平成２８年度分の継続的な働き掛け（59 軒）※啓発文書送付，架電，メール 

（桂：13軒，丹波橋：20軒，二条：17軒，北大路： 9軒） 

新たに活用に向けた動きがあった件数（２軒） 

・空き家相談員への紹介：1 軒  ・不動産事業者への相談：1 軒 

平成２８年度に活用に向けた動きがあった件数（１３軒） 

（桂：4軒，丹波橋：3軒，二条：3軒，北大路： 3軒） 

・空き家相談員への紹介：１０軒    ・専門家派遣制度申込み：２軒 

・不動産事業者への相談： １軒 

 

実際に活用・流通された件数（６軒） 

・賃貸物件として活用：４軒（住宅：3軒，カフェ：1軒） 

・売却：２軒（住宅：1軒，事務所：1軒） 

 ※ その他 3軒が活用・流通に向けて，相談員等と相談中。 

  （賃貸住宅：1軒，グループホーム：1軒，駐車場：1軒） 



6 

   ＜専門家と連携した所有者調査＞ 

    所有者調査の一部を専門家（司法書士）が実施 

年度 件数 

２８ ５１件 

２９ ５１件 

 

   ＜事業者と連携した空き家所有者の現況調査＞ 

    管理不全状態が解消したが再発する恐れのある空き家について，所有者の現況調査を実施 

年度 件数 

２９ １，１１５件 

 

   ＜事業者と連携した空き家のパトロール調査＞ 

    管理不全状態が解消したが再発する恐れのある空き家について，現地調査を実施 

年度 件数 

２９ ５５０件 

 

 

３ 空家特措法に基づく命令の実施 

 平成２９年６月，平成３０年３月に，空家特措法に基づく空き家の除却命令を実施したところ， 

所有者により空き家の解体撤去が行われました。 

 

 

４ 計画に基づく空き家対策の実施状況 

区分 項目数 

うち   

検討中 着手済み 

うち 

充実又は新規 

施策の着手済み 

空き家の発生の予防    ４ ０    ４    ２ 

活用・流通の促進   １２ ０   １２    ９ 

適正な管理    ６（１） １    ５（１）  ４（１） 

跡地の活用    ２（１） ０    ２（１）  ２（１） 

共通する施策    ４（１） １    ３（１）  ２（１） 

合計   ２８（３） ２   ２６（３） １９（３） 

 ※項目数は，再掲の項目を含む。括弧内の数字は，再掲の項目数。 


